
津山市地域防災計画

（震災対策編）

新旧対照表
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第１章 総則

第２節 各機関の実施責任と処理すべき事務又は業務の大綱

２ 処理すべき事務又は業務の大綱

(5) 自衛隊

⑨ 炊飯及び給水の支援を行う。

（新設）

⑩～⑫（略）

(6) 指定公共機関

[株式会社ＮＴＴドコモ（岡山支店）、ＫＤＤＩ株式会社（中国総支社）、

ソフトバンク株式会社（九州・中四国総務課）]

第６節 地震防災対策の実施に関する目標

１ 南海トラフの巨大地震

（略）

最近では、和歌山県南方沖を震源とした昭和２１年の昭和南海地震が

記録されており、それから既に約７０年が経過している。

第２章 震災予防計画

第１節 自立型の防災活動の促進

第２項 防災教育の推進計画

３ 対策

（略）

また、公民館等の社会教育施設を活用するなど、地域コミュニティにお

ける多様な主体のかかわりの中で防災に関する教育の普及促進を図る。

（略）

第４項 防災ボランティア養成等計画

３ 対策

(1) ボランティアの養成、登録

第１章 総則

第２節 各機関の実施責任と処理すべき事務又は業務の大綱

２ 処理すべき事務又は業務の大綱

(5) 自衛隊

⑨ 給食及び給水を行う。

⑩ 入浴支援を行う。

⑪～⑬（略）

(6) 指定公共機関

[株式会社ＮＴＴドコモ（岡山支店）、ＫＤＤＩ株式会社（中国総支社）、

ソフトバンク株式会社（九州・中四国総務課）、楽天モバイル株式会社]

第６節 地震防災対策の実施に関する目標

１ 南海トラフの巨大地震

（略）

最近では、和歌山県南方沖を震源とした昭和２１年の昭和南海地震が

記録されており、それから既に７０年以上が経過している。

第２章 震災予防計画

第１節 自立型の防災活動の促進

第２項 防災教育の推進計画

３ 対策

（略）

また、公民館等の社会教育施設を活用するなど、地域コミュニティにお

ける多様な主体のかかわりの中で防災に関する教育の普及促進を図る。

さらに、学校における消防団員等が参画した体験的・実践的な防災教育

の推進に努める。

（略）

第４項 防災ボランティア養成等計画

３ 対策

(1) ボランティアの養成、登録

表現の適正化

最近の防災に関する

施策の進展を踏まえ

た修正

指定公共機関の追加

に伴う修正

年月の経過に伴う修

正

「令和３年７月から

の一連の豪雨災害を

踏まえた避難のあり

方について（報告）」

及び「第３次学校安全

の推進に関する計画」

を踏まえた修正
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[市、県]

市及び県は、行政・ＮＰＯ・ボランティア等の三者で連携し、平常時の

登録、研修制度、災害時におけるボランティア活動の受入れや調整を行う

体制、ボランティア活動の拠点の確保、活動上の安全確保、被災者ニーズ

等の情報提供方策等について意見交換を行う情報共有会議の整備・強化を

研修や訓練を通じて推進する。

第２節 迅速かつ円滑な震災対策への備え（危機管理）

第１項 災害応急体制整備計画

３ 対策

(5) 関係機関の整備

（新設）

第４項 救助、救急、医療体制、保健医療体制整備計画

３ 対策

(1) 組織体制の整備

市及び県は、職員の安全確保を図りつつ、効果的な救助・救急活動を

行うため、防災、医療機関相互の連携体制の強化を図るとともに、職員

の教育訓練を行い救助・救急機能の強化を図る。

第６項 避難及び避難所の設置・運営計画

第２ 指定避難所の設置

３ 対策

(1) 指定避難所の指定・周知

（略）

[市、県]

市及び県は、防災ボランティアの活動環境として、行政・ＮＰＯ・ボラ

ンティア等の三者で連携し、平常時の登録、ボランティア活動や避難所運

営等に関する研修や訓練の制度、災害時における防災ボランティア活動の

受入れや調整を行う体制、防災ボランティア活動の拠点の確保、活動上の

安全確保、被災者ニーズ等の情報提供方策等について整備を推進するとと

もに、そのための意見交換を行う情報共有会議の整備・強化を研修や訓練

を通じて推進する。

第２節 迅速かつ円滑な震災対策への備え（危機管理）

第１項 災害応急体制整備計画

３ 対策

(5) 関係機関の整備

サ 市及び県は、他の関係機関と連携の上、災害時に発生する状況を

あらかじめ想定し、各機関が実施する災害対応を時系列で整理した

防災行動計画（タイムライン）を作成するよう努める。また、災害

対応の検証等を踏まえ、必要に応じて同計画の見直しを行うととも

に、平時から訓練や研修等を実施し、同計画の効果的な運用に努め

る。

第４項 救助、救急、医療体制、保健医療体制整備計画

３ 対策

(1) 組織体制の整備

市、県及び関係事業者は、職員の安全確保を図りつつ、効果的な救助・

救急活動を 行うため、「顔の見える関係」を構築し信頼感を醸成するよ

う努め、防災、医療機関相互の連携体制の強化を図るとともに、職員の

教育訓練を 行い救助・救急機能の強化を図る。

第６項 避難及び避難所の設置・運営計画

第２ 指定避難所の設置

３ 対策

(1) 指定避難所の指定・周知

（略）

「防災教育・周知啓発

ワーキンググループ

防災ボランティアチ

ーム提言」を踏まえた

修正

「タイムライン（防災

行動計画）策定・活用

指針」を踏まえた修正

「多様化する救助事

象に対応する救助体

制のあり方に関する

高度化検討会（救助人

材育成）の中間とりま

とめ」を踏まえた修正
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市は、指定避難所内の一般避難スペースでは生活することが困難な障

害者等の要配慮者のため、必要に応じて福祉避難所を指定するよう努め

る。

（略）

(2) 指定避難所の施設設備の整備

市は、指定避難所において貯水槽、井戸、仮設トイレ、マンホールト

イレ、マット、簡易ベッド、非常用電源、衛星携帯電話等の通信機器の

ほか、空調、洋式トイレなど、要配慮者にも配慮した施設・設備の整備

に努めるとともに、避難者による災害情報の入手に資するテレビ、ラジ

オ等の機器の整備を図る。（略）

第３ 運営体制

２ 基本方針

（略）

また、避難所設置後は、発災直後の命の確保が最優先事項となる段階、

次第に生活が安定し始め、避難者自身による自治的な運営組織が行われ

る段階、避難所の解消に向けた環境整備を進める段階等の各段階に応じ

て、市及び各指定避難所の運営者は、指定避難所の良好な生活環境の継

続的な確保のために、専門家等との定期的な情報交換に努めるなど適切

な対応を行う。

第３章 震災応急対策計画

第１節 応急体制

第２項 地震情報の種別と伝達計画

１ 地震に関する警報等

① 緊急地震速報（警報）

気象庁は、最大震度５弱以上の揺れが予想された場合に、震度４以

上が予想される地域に対し、緊急地震速報（警報）を発表する。

市は、指定避難所内の一般避難スペースでは生活することが困難な障

害者、医療的ケアを必要とする者等の要配慮者のため、必要に応じて福

祉避難所を指定するよう努める。特に、医療的ケアを必要とする者に対

しては、人工呼吸器や吸引器等の医療機器の電源の確保等の必要な配慮

をするよう努める。

（略）

(2) 指定避難所の施設設備の整備

市は、指定避難所において貯水槽、井戸、仮設トイレ、マンホールト

イレ、マット、簡易ベッド、非常用電源、衛星携帯電話等の通信機器の

ほか、空調、洋式トイレなど、要配慮者にも配慮した施設・設備の整備

に努めるとともに、避難者による災害情報の入手に資するテレビ、ラジ

オ等の機器の整備を図る。また、停電時においても、施設・設備の機能

が確保されるよう、再生可能なエネルギーの活用を含めた非常用電源設

備等の整備に努める。

第３ 運営体制

２ 基本方針

（略）

また、避難所設置後は、発災直後の命の確保が最優先事項となる段階、

次第に生活が安定し始め、避難者自身による自治的な運営組織が行われる

段階、避難所の解消に向けた環境整備を進める段階等の各段階に応じて、

市及び各指定避難所の運営者は、指定避難所の良好な生活環境の継続的な

確保のために、専門家、ＮＰＯ・ボランティア等との定期的な情報交換に

努めるなど適切な対応を行う。

第３章 震災応急対策計画

第１節 応急体制

第２項 地震情報の種別と伝達計画

① 緊急地震速報（警報）

気象庁は、最大震度５弱以上または長周期地震動階級３以上の揺れ

が予想された場合に、震度４以上または長周期地震動階級３以上が予

想される地域に対し、緊急地震速報（警報）を発表する。

「福祉避難所の確

保・運営ガイドライ

ン」を踏まえた修正

「避難所における良

好な生活環境の確保

に向けた取組指針」を

踏まえた修正

「防災教育・周知啓発

ワーキンググループ

防災ボランティアチ

ーム提言」を踏まえた

修正

長周期地震動階級の

条件追加に伴う修正
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なお、緊急地震速報（警報）のうち予想震度６弱以上のものを特別

警報に位置付けている。

２ 岡山地方気象台からの伝達

第３項 被害情報の収集伝達計画

３ 対策

(2) 災害初期の被害情報の収集、連絡

（新規）

第６項 自衛隊災害派遣要請

３ 対策

⑨ 炊飯及び給水

被災者に対し、炊飯及び給水の支援を行う。

（新設）

⑩～⑫ （略）

第２節 緊急活動

第４項 避難及び避難所の設置・運営計画

第３ 避難所の運営体制

３ 対策

市は、各指定避難所の適切な運営管理を行う。この際、指定避難所に
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岡山県（危機管理課） 津 

山 

市 

ＮＨＫ岡山放送局(放送部) 

美作県民局 

陸上自衛隊第 13 特科隊 

岡山県警察本部(警備課) 津山警察署 

岡山河川事務所(防災情報課） 岡山国道事務所 

  民間放送・新聞社・通信社 

  ＪＲ西日本岡山支社 

なお、緊急地震速報（警報）のうち震度６弱以上または長周期地震

動階級４の揺れが予想される場合のものを特別警報に位置付けてい

る。

２ 岡山地方気象台からの伝達

第３項 被害情報の収集伝達計画

３ 対策

(2) 災害初期の被害情報の収集、連絡

⑥ 市は、要救助者の迅速な把握のため、安否不明者について、関係

機関の協力を得て、積極的に情報収集を行う。

第６項 自衛隊災害派遣要請

３ 対策

⑨ 給食及び給水

被災者に対し、給食及び給水の支援を行う。

⑩ 入浴支援

入浴施設の開設などにより、入浴の支援を行う。

⑪～⑬ （略）

第２節 緊急活動

第４項 避難及び避難所の設置・運営計画

第３ 避難所の運営体制

３ 対策

市は、各指定避難所の適切な運営管理を行う。この際、指定避難所に

現状に即した伝達内

容に修正

「災害時における安

否不明者の氏名等の

公表について」を踏ま

えた修正

表現の適正化

最近の防災に関する

施策の進展を踏まえ

た修正

「防災教育・周知啓発

ワーキンググループ
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おける正確な情報の伝達、食料、飲料水の配布、清掃等については、避

難者、住民、自主防災組織、避難所運営について専門性を有した外部支

援者等の協力が得られるよう努めるとともに、必要に応じ、他の地方公

共団体に対して協力を求める。

第３節 民生安定活動

第４項 食料、飲料水、生活必需品等の供給計画

第１ 食料供給、炊出し計画

２ 基本方針

（略）

また、食料以外の緊急物資の供給体制との連携を十分図るものとする。

第４節 機能確保活動

第２項 住宅応急対策計画

３ 対策

(1) 応急仮設住宅の供与

② 知事が災害救助法を適用した場合の応急仮設住宅の供与

ア 建設による供与

a 建設基準

(b) 建物の規模等

１戸当たりの面積及び費用は、岡山県災害救助法施行規則別

表第１に定める基準とする。

(c) 建築物着工時期及び供与期間

災害発生の日から２０日以内に着工するものとし、その供与

期間は、完成の日から２年以内とする。

第４章 震災復旧・復興計画

第１節 復旧・復興計画

第１項 地域の復旧・復興の基本方向の決定

おける正確な情報の伝達、食料、飲料水の配布、清掃等については、避

難者、住民、自主防災組織、避難所運営について専門性を有したＮＰＯ・

ボランティア等の外部支援者等の協力が得られるよう努めるとともに、必

要に応じ、他の地方公共団体に対して協力を求める。

第３節 民生安定活動

第４項 食料、飲料水、生活必需品等の供給計画

第１ 食料供給、炊出し計画

２ 基本方針

（略）

また、避難所における食物アレルギーを有する者のニーズ把握やアセ

スメントの実施、食物アレルギーに配慮した食糧の確保等に努めるとと

もに、食料以外の緊急物資の供給体制との連携を十分図るものとする。

第４節 機能確保活動

第２項 住宅応急対策計画

３ 対策

(1) 応急仮設住宅の供与

② 知事が災害救助法を適用した場合の応急仮設住宅の供与

ア 建設による供与

a 建設基準

(b) 建物の規模等

１戸当たりの面積及び費用は、災害救助法施行規則（昭和３

５年岡山県規則第２３号）による。

(c) 建築物着工時期及び供与期間

災害発生の日から２０日以内に着工するものとし、その供与

期間は、完成の日から建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）

第８５条第３項又は第４項に規定する期限までとする。

第４章 震災復旧・復興計画

第１節 復旧・復興計画

第１項 地域の復旧・復興の基本方向の決定

防災ボランティアチ

ーム提言」を踏まえた

修正

「アレルギー疾患対

策の推進に関する基

本的な指針」を踏まえ

た修正

災害救助法施行細則

の改正を踏まえた修

正

「災害救助法による

救助の程度、方法及び

期間並びに実費弁償

の基準」の改正を踏ま

えた修正
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３ 市及び県は、災害復旧・復興対策の推進のため、必要に応じ、国、

県、他の地方公共団体等に対し、職員の派遣その他の協力を求める。

３ 市及び県は、災害復旧・復興対策の推進のため、必要に応じ、国、

県、他の地方公共団体等に対し、職員の派遣その他の協力を求める。

特に、他の地方公共団体に対し、技術職員の派遣を求める場合におい

ては、復旧・復興支援技術職員派遣制度を活用する。

「復旧・復興支援技術

職員派遣制度に関す

る要綱」を踏まえた修

正


